
 

【表紙】  
【発行登録追補書類番号】 26－関東105－２

【提出書類】 発行登録追補書類

【提出先】 福岡財務支局長

【提出日】 平成27年９月４日

【会社名】 株式会社ふくおかフィナンシャルグループ

【英訳名】 Fukuoka Financial Group, Inc.

【代表者の役職氏名】 取締役社長　 柴 戸 隆 成

【本店の所在の場所】 福岡市中央区大手門一丁目８番３号

【電話番号】 092(723)2500　(代表)

【事務連絡者氏名】 経営企画部長　三 好　啓 司

【最寄りの連絡場所】 福岡市中央区大手門一丁目８番３号

株式会社ふくおかフィナンシャルグループ

経営企画部

【電話番号】 092(723)2502

【事務連絡者氏名】 経営企画部長　三 好　啓 司

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【今回の募集金額】 10,000百万円
 

【発行登録書の内容】

提出日 平成26年７月18日

効力発生日 平成26年７月26日

有効期限 平成28年７月25日

発行登録番号 26－関東105

発行予定額又は発行残高の上限(円) 発行予定額　100,000百万円
 

【これまでの募集実績】

(発行予定額を記載した場合)

番号 提出年月日 募集金額(円) 減額による訂正年月日 減額金額(円)

26－関東105－１ 平成26年８月29日 10,000百万円 － －

実績合計額(円)
10,000百万円
（10,000百万円）

減額総額(円) なし
 

（注）実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額(下段(　)書きは発行価額の総額の合計額)に基づき算出し
ております。

【残額】 (発行予定額－実績合計額－減額総額) 90,000百万円  

  （90,000百万円）  

  （注）残額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額(下段(　)書
きは発行価額の総額の合計額)に基づき算出しております。

 

(発行残高の上限を記載した場合)

該当事項はありません。
 

【残高】 (発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額) －円
 

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。
 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

証券会員制法人福岡証券取引所

　(福岡市中央区天神二丁目14番２号)
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第一部 【証券情報】

第１ 【募集要項】

１ 【新規発行社債（短期社債を除く。）】

銘柄
株式会社ふくおかフィナンシャルグループ第６回無担保社債
(社債間限定同順位特約付)

記名・無記名の別 －

券面総額又は振替社債の総額(円) 金10,000百万円

各社債の金額(円) 金100万円

発行価額の総額(円) 金10,000百万円

発行価格(円) 各社債の金額100円につき金100円

利率(％) 年0.30％

利払日 毎年３月24日及び９月24日

利息支払の方法

１．利息支払の方法及び期限

　(1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から本社債を償還すべ

　　　き日(以下「償還期日」という。)までこれをつけ、平成

　　　28年３月24日を第１回の支払期日としてその日までの分

　　　を支払い、その後毎年３月及び９月の各24日にその日ま

　　　での前半か年分を支払う。ただし、半か年に満たない利

　　　息を計算するときは、その半か年間の日割をもってこれ

　　　を計算する。

　(2) 利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その

　　　支払は前銀行営業日にこれを繰り上げる。

　(3) 償還期日後は利息をつけない。

２．利息の支払場所

　別記「(注)11.元利金の支払」記載のとおり。

償還期限 平成30年９月21日

償還の方法

１．償還金額

　各社債の金額100円につき金100円

２．償還の方法及び期限

　(1) 本社債の元金は、平成30年９月21日にその総額を償還す

　　　る。

　(2) 償還期日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀

　　　行営業日にこれを繰り上げる。

　(3) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替

　　　機関」欄の振替機関が業務規程その他の規則等に定める

　　　場合を除き、いつでもこれを行うことができる。

３．償還元金の支払場所

　別記「(注)11.元利金の支払」記載のとおり。

募集の方法 一般募集
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申込証拠金(円)
各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振

替充当する。申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 平成27年９月７日から平成27年９月18日まで

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 平成27年９月24日

振替機関
株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

担保
本社債には担保並びに保証は付されておらず、また本社債のた

めに特に留保されている資産はない。

財務上の特約(担保提供制限)

１. 担保提供制限

　(1) 当社は、本社債の未償還残高が存する限り、本社債発行

　　　後、当社が国内で既に発行した、または国内で今後発行

　　　する他の社債のために、担保付社債信託法に基づき担保

　　　権を設定する場合には、同法に基づき、本社債のために

　　　も同順位の担保権を設定しなければならない。

　(2) 上記(1)に基づき設定する担保権が本社債を担保するに十

　　　分でない場合には、当社は本社債のために担保付社債信

　　　託法に基づき社債管理者が適当と認める担保権を設定

     する。

２. 担保提供制限に係る特約の解除

　　当社が本欄第１項または別記「財務上の特約(その他の条

　　項)」欄(1)により本社債のために担保権を設定した場合、

　　以後、本欄第１項及び別記「(注)５. 社債管理者に対する

   通知」(2)は適用されない。

財務上の特約(その他の条項)

担保付社債への切換え

　(1) 当社は社債管理者と協議のうえ、いつでも本社債のため

　　　に担保付社債信託法に基づき社債管理者が適当と認める

　　　担保権を設定することができる。

　(2) 当社が別記「財務上の特約(担保提供制限)」欄第１項ま

　　　たは上記(1)により本社債のために担保権を設定する場

　　　合は、当社は直ちに登記その他必要な手続を完了し、か

　　　つ、その旨を担保付社債信託法第41条第４項の規定に準

　　　じて公告するものとする。
 

（注）１．信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付

株式会社格付投資情報センター（以下「Ｒ＆Ｉ」という。）

本社債について、当社はＲ＆ＩからＡ＋（シングルＡプラス）の信用格付を平成27年９月４日付で取得して

います。

Ｒ＆Ｉの信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が約定通りに

履行される確実性（信用力）に対するＲ＆Ｉの意見です。Ｒ＆Ｉは信用格付によって、個々の債務等の流動

性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについて、何ら意見を表明するも

のではありません。Ｒ＆Ｉの信用格付は、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の表明ではあ

りません。また、Ｒ＆Ｉは、明示・黙示を問わず、提供する信用格付、またはその他の意見についての正確

性、適時性、完全性、商品性、及び特定目的への適合性その他一切の事項について、いかなる保証もしてい

ません。

Ｒ＆Ｉは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じていますが、これらの情報の

正確性等について独自に検証しているわけではありません。Ｒ＆Ｉは、必要と判断した場合には、信用格付

を変更することがあります。また、資料・情報の不足や、その他の状況により、信用格付を保留したり、取

り下げたりすることがあります。

利息・配当の繰り延べ、元本の返済猶予、債務免除等の条項がある債務等の格付は、その蓋然性が高まった

とＲ＆Ｉが判断した場合、発行体格付又は保険金支払能力とのノッチ差を拡大することがあります。
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本社債の申込期間中に本社債に関してＲ＆Ｉが公表する情報へのリンク先は、Ｒ＆Ｉのホームページ

（http://www.r-i.co.jp/jpn/）の「ニュースリリース/クレジットコメント」及び同コーナー右上の「一覧

はこちら」をクリックした「格付ニュース一覧」又は当該コーナー内の「9月」をクリックした「格付ニュー

ス一覧（2015年09月）」に掲載されています。なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手するこ

とができない可能性があります。その場合の連絡先は以下のとおりです。

Ｒ＆Ｉ：電話番号　03-3276-3511

２．社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律(以下「社振法」という。)第66条第２号の定

めに従い社振法の規定の適用を受けるものとし、社振法第67条第２項に定める場合を除き、本社債の社債券

は発行しない。

３．期限の利益喪失に関する特約

(1) 当社は、次に掲げる事由のいずれかが発生した場合には、本社債総額について直ちに期限の利益を喪失す

る。ただし、別記「財務上の特約(担保提供制限)」欄第１項または別記「財務上の特約(その他の条項)」

欄(1)により当社が、本社債権保全のために、担保付社債信託法に基づき社債管理者が適当と認める担保権

を設定したときは、下記③に該当しても期限の利益を喪失しない。

① 当社が別記「償還の方法」欄第２項の規定に違背したとき。

② 当社が別記「利息支払の方法」欄第１項の規定に違背したとき。

③ 当社が別記「財務上の特約(担保提供制限)」欄第１項(1)の規定に違背したとき。

④ 当社が、別記「財務上の特約(その他の条項)欄(2)、本(注)４.ないし本(注)７.の規定に違背した場合

　 で、社債管理者の指定する60日を下らない期間内にその履行または補正がないとき。

⑤ 当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、または期限が到来してもその弁済をすることが

  できないとき。

⑥ 当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、もしくは当社以外の社債またはその

  他の借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行

  をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額(邦貨換算後)が10億円を超えない場合は、この

  限りではない。

⑦ 当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立をし、または解散(合併の場

  合を除く。)の決議をしたとき。

⑧ 当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の決定、または特別清算開始の命令

  を受けたとき。

⑨ 当社の事業経営に不可欠な資産に対し強制執行、仮差押えもしくは仮処分の執行または担保権の実行と

  しての競売の申立、または滞納処分を受けたとき、またはその他の事由により当社の信用を毀損する事

  実が生じたときで、社債管理者が本社債の存続を不適当であると認めたとき。

(2) 本(注)３.(1)の規定により本社債について期限の利益を喪失した場合は、当社は直ちにその旨を公告す

る。

４．社債管理者に対する定期報告

(1) 当社は、毎事業年度の決算及び剰余金の配当については書面をもって社債管理者に通知する。当社が、会

社法第441条第１項に定められた一定の日における臨時計算書類の作成を行う場合も同様とする。

(2) 当社は、金融商品取引法に基づき作成する有価証券報告書及びその添付書類の写しを当該事業年度経過後

３か月以内に、四半期報告書の写しを当該各期間経過後45日以内（第２四半期の場合のみ60日以内）に社

債管理者に提出する。金融商品取引法第24条の４の２に定める確認書及び金融商品取引法第24条の４の４

に定める内部統制報告書についても上記各書類の取扱いに準ずる。また、当社が臨時報告書及び訂正報告

書を財務局長等に提出した場合には遅滞なくこれを社債管理者に提出する。ただし、当社が、金融商品取

引法第27条の30の３に基づき有価証券報告書、四半期報告書、臨時報告書、訂正報告書等（添付書類を含

み、以下「報告書等」という。）の電子開示手続を行う場合は、これら報告書等を財務局長等に提出した

旨の社債管理者への通知をもって社債管理者への報告書等の提出に代えることができる。
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５．社債管理者に対する通知

(1) 当社は、本社債発行後、社債原簿に記載すべき事由が生じたとき並びに変更が生じたときは、遅滞なく社

債原簿にその旨の記載を行い、書面をもって社債管理者に通知しなければならない。

(2) 当社は、本社債発行後、当社が国内で既に発行した、または国内で今後発行する他の社債のために担保権

を設定する場合には、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、債務の内容及び担保物その他必要な

事項を社債管理者に通知しなければならない。

(3) 当社は、次の各場合には、あらかじめ書面により社債管理者に通知しなければならない。

① 当社の事業経営に不可欠な資産を譲渡または貸与しようとするとき。

② 事業の全部または重要な一部の管理を他に委託しようとするとき、事業の全部もしくは重要な一部を休

  止もしくは廃止し、または他に移転しようとするとき。

③ 資本金または準備金の額を減少しようとするとき。

④ 組織変更、合併もしくは会社分割をしようとするときまたは株式交換もしくは株式移転により他の会社

  の完全子会社になろうとするとき。

６．社債管理者の請求による報告及び調査権限

(1) 当社は、社債管理者が本社債権保全のために必要と認め請求した場合には、当社並びに当社の連結子会社

及び持分法適用会社の事業、経理、帳簿書類等に関する報告書を提出しなければならない。また、社債管

理者は、当社の費用でみずからもしくは人を派して当社並びに当社の連結子会社及び持分法適用会社の事

業、経理、帳簿書類等につき調査を行うことができる。

(2) 本(注)６.(1)の場合で、社債管理者が当社並びに当社の連結子会社及び持分法適用会社の調査を行うとき

は、当社はこれに協力する。

７．公告の方法

本社債に関し社債権者に対し公告を行う場合は、法令に別段の定めがあるものを除き、電子公告の方法によ

りこれを行う。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、当

社の定款所定の新聞紙並びに東京都及び大阪市において発行される各１種以上の新聞紙(重複するものがある

ときは、これを省略することができる。)に掲載する。また、社債管理者が公告を行う場合は、法令所定の方

法によるほか、本(注)10.(1)において社債管理者が招集者となる場合及び社債管理者が社債権者のために必

要と認める場合には、東京都及び大阪市において発行される各１種以上の新聞紙にもこれを掲載する。

８．社債要項の公示

当社は、その本店に本社債の社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

９．社債要項の変更

(1) 本社債の社債要項に定められた事項(ただし、本(注)12.を除く。)の変更は、法令に別段の定めがあるとき

を除き、社債権者集会の決議を要するものとし、さらに当該決議に係る裁判所の認可を必要とする。

(2) 本(注)９.(1)の社債権者集会の決議は、本社債の社債要項と一体をなすものとする。

10．社債権者集会に関する事項

(1) 本社債及び本社債と同一の種類(会社法の定めるところによる。)の社債(以下「本種類の社債」と総称す

る。)の社債権者集会は、当社または社債管理者がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間前

までに社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を本(注)７.に定める方法により公告

する。

(2) 本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。

(3) 本種類の社債の総額(償還済みの社債を除く。また、当社が有する本種類の社債の金額の合計額は算入しな

い。)の10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、本種類の社債に関する社振法第86条第３

項に定める書面を社債管理者に提示したうえ、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した

書面を当社または社債管理者に提出して、本種類の社債の社債権者集会の招集を請求することができる。

11．元利金の支払

本社債に係る元利金は、社振法及び別記「振替機関」欄に定める振替機関の業務規程その他の規則等に従っ

て支払われる。

12．発行代理人及び支払代理人

野村信託銀行株式会社
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２ 【社債の引受け及び社債管理の委託】

(1) 【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
(百万円)

引受けの条件

 ＳＭＢＣ日興証券株式会社  東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 5,000 １　引受人は本社債の全額に
   つき共同して買取引受を
   行う。
２　本社債の引受手数料は各
　　社債の金額100円につき
　　金45銭とする。

 ふくおか証券株式会社  福岡市中央区天神二丁目13番１号 5,000

計 ― 10,000

(注)１．本社債は金融商品取引業等に関する内閣府令（以下「金商業等府令」という。）第153条第１項第４号ニに掲げ

る株券等に該当し、金商業等府令第147条第１項第３号に規定する本社債の主幹事会社であるふくおか証券株式

会社は、当社の子法人等に該当します。ふくおか証券株式会社は、当社の連結子会社であります。当社は、本

社債の発行価格及び利率（以下「発行価格等」という。）の決定を公正かつ適切に行うため、ＳＭＢＣ日興証

券株式会社を本社債の独立引受幹事会社（以下「独立引受幹事」という。）とし、独立引受幹事がふくおか証

券株式会社と事務遂行上で同等の権限をもって引受審査内容の妥当性を確認し、独立引受幹事がふくおか証券

株式会社から発行価格等の決定に関する情報提供を受けて本社債の発行価格等の決定に関与する等、日本証券

業協会の定める「『有価証券の引受け等に関する規則』に関する細則」第２条に定める措置を講じておりま

す。また、本社債の発行価格等は、日本証券業協会の定める「有価証券の引受け等に関する規則」第25条の２

に規定されるプレ・マーケティングの方式により決定しました。

２．引受人のうちふくおか証券株式会社は、以下の金融商品仲介業務を行う登録金融機関に、本社債の募集の取扱

いを一部委託します。
 

金融商品仲介業務を行う登録金融機関の名称 住所

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神二丁目13番１号

株式会社熊本銀行 熊本市中央区水前寺六丁目29番20号

株式会社親和銀行 長崎県佐世保市島瀬町10番12号

金融商品仲介業務を行う登録金融機関は、当該引受人の委託を受け、本社債の募集の取扱いを行います

が、店舗によっては、募集の取扱いが行われない場合があります。
 

(2) 【社債管理の委託】

社債管理者の名称 住所 委託の条件

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町二丁目２番２号

１　社債管理者は、本社債の管理を受託する。
２　本社債の管理手数料については、社債管理
   者に、期中において年間各社債の金額100円
　　につき金１銭を支払うこととしている。

 

 

３ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(百万円) 発行諸費用の概算額(百万円) 差引手取概算額(百万円)

10,000 60 9,940
 

(2) 【手取金の使途】

上記差引手取概算額9,940百万円は、全額を平成27年９月までに株式会社福岡銀行に対する借入金弁済資金に充当

する予定であります。
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第２ 【売出要項】

該当事項はありません。

 
第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

特に目論見書に記載しようとする事項は、以下のとおりであります。

記載箇所 記載内容

表紙

１．株式会社ふくおかフィナンシャルグループ第６回無担保社債（社債間限定
　　同順位特約付）の愛称として、「ＦＦＧリテール債」と記載する。

２．「シンボルマーク」
 

 

第二部 【公開買付けに関する情報】

該当事項はありません。

 

第三部 【参照情報】

第１ 【参照書類】

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度　第８期(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)　平成27年６月26日関東財務局長に提出

 
２ 【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第９期第１四半期(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)　平成27年８月５日関東財務局長に

提出

 
３ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（平成27年９月４日）までに、金融商品取引法第24条の５

第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２に基づく臨時報告書を平成27年６月29日に関

東財務局長に提出

 
第２ 【参照書類の補完情報】

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載され

た「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後本発行登録追補書類提出日（平成27年９月４日）

までの間において生じた変更その他の事由はありません。

以下の内容は当該「事業等のリスク」を一括して記載したものであります。

なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本発行登録追補書類提出日

（平成27年９月４日）現在においてもその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もありません。
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[事業等のリスク]

当社及び当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると

考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資

者の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から開示してお

ります。各項目に掲げられたリスクは、それぞれが独立するものではなく、ある項目のリスクの発生が関連する他の

項目のリスクに結びつきリスクが増大する可能性があることについてもご留意ください。

なお、本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は、別段の記載のない限り、有価証券

報告書提出日現在において判断したものであります。

　

１　当社グループの経営統合に関するリスク（期待した統合効果を十分に発揮できない可能性）

当社グループは、平成19年４月の当社設立（福岡銀行と熊本ファミリー銀行（現　熊本銀行）の経営統合）及び

平成19年10月の親和銀行完全子会社化以降、質の高い金融サービスを提供する広域展開型地域金融グループを目指

して、事務やＩＴ基盤の共通化等、統合効果を最大限に発揮するために最善の努力をいたしております。

しかしながら、業務面での協調体制強化や営業戦略の不奏功、顧客との関係悪化、対外的信用力の低下、想定外

の追加費用の発生等により、当初期待した統合効果を十分に発揮できず、結果として当社グループの業績及び財務

状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

２　信用リスク(不良債権問題)

貸出先の財務状況悪化等に起因する信用リスクは、当社グループの銀行子会社が保有する最大のリスクであり、

この信用リスクによって生じる信用コスト(与信関連費用)が増加する要因として以下のものがあります。

　

(1)　不良債権の増加

当社グループの不良債権は、世界経済及び日本経済の動向、不動産価格及び株価の変動、貸出先の経営状況等

によっては増加する可能性があります。その結果、現時点の想定を上回る信用コストが発生した場合、当社グ

ループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(2)　貸倒引当金の積み増し

当社グループは、貸出先の財務状況、担保等による債権保全及び企業業績に潜在的に影響する経済要因等に基

づいて、貸倒引当金を計上しております。貸出先の財務状況等が予想を超えて悪化した場合、現時点で見積もり

計上した貸倒引当金が不十分となる可能性があります。また、地価下落等に伴い担保価値が低下し債権保全が不

十分となった場合、貸倒引当金の積み増しが必要となる可能性があります。このような場合、信用コストが増加

し、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(3)　特定業種の環境悪化

当社グループの貸出先の中には、世界経済及び日本経済の動向及び特定の業種における経営環境の変化等によ

り、当該業種に属する企業の信用状態の悪化、担保・保証等の価値下落等が生じる可能性があります。

このような場合、当社グループのこれら特定業種における不良債権残高及び信用コストが増加し、当社グルー

プの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(4)　貸出先への対応

当社グループは、貸出先のデフォルト(債務不履行等)に際して、法的整理によらず私的整理により再建するこ

とに経済合理性が認められると判断し、これらの貸出先に対して債権放棄又は追加融資を行って支援を継続する

こともあり得ます。支援継続に伴う損失額が貸倒引当金計上時点の損失見積額と乖離した場合、信用コストが増

加し、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、このような貸出先に対しては、再建計画の正確性や実行可能性を十分に検証した上で支援継続を決定い

たしますが、その再建が必ず奏功するという保証はありません。再建が奏功しない場合、これらの貸出先の倒産

が新たに発生する可能性があります。その結果、信用コストが増加し、当社グループの業績及び財務状況に悪影

響を及ぼす可能性があります。
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(5)　権利行使の困難性

当社グループは、不動産市場における流動性の欠如又は価格の下落、有価証券価格の下落等の事情により、デ

フォルト状態にある貸出先に対して担保権を設定した不動産及び有価証券を処分することができない可能性があ

ります。

このような場合、債権保全を厳格に見積もることによる貸倒引当金の積み増しや、バルクセールによるオフバ

ランス化を進めることもあり得ます。その結果、信用コストが増加し、当社グループの業績及び財務状況に悪影

響を及ぼす可能性があります。

　

３　自己資本比率

当社グループは、連結自己資本比率を平成18年金融庁告示第20号に定められる国内基準（４％）以上に維持する

必要があります。また、当社の銀行子会社である福岡銀行、熊本銀行及び親和銀行は、連結自己資本比率及び単体

自己資本比率を平成18年金融庁告示第19号に定められる国内基準（４％）以上に維持する必要があります。

当社グループ又は銀行子会社の自己資本比率が、求められる水準を下回った場合、金融庁長官から業務の全部又

は一部の停止命令等を含む様々な命令を受けることとなります。

当社グループ又は銀行子会社の自己資本比率の低下に影響を与える主な要因として以下のものがあります。

　

(1)　不良債権処理に伴う信用コストの増加

不良債権の発生や処分に伴い発生する信用コストの増加は、当社グループの業績に悪影響を及ぼし、自己資本

比率の低下につながる可能性があります。

　

(2)　繰延税金資産

現時点における会計基準に基づき、一定の条件の下で、将来における税負担額の軽減効果として繰延税金資産

を貸借対照表に計上することが認められております。繰延税金資産の計算は、将来の課税所得に関するものを含

めた様々な予測・仮定に基づいており、実際の結果がかかる予測・仮定とは異なる可能性があります。その結

果、当社又は連結子会社が繰延税金資産の一部又は全部の回収ができないと判断された場合、当社グループの繰

延税金資産は減額され、当社グループの業績に悪影響を及ぼし、自己資本比率の低下につながる可能性がありま

す。

　

(3)　その他

その他自己資本比率に影響を及ぼす要因として以下のものがあります。

・有価証券の時価の下落に伴う減損処理の増加

・貸出金等リスクアセットポートフォリオの変動

・自己資本比率の基準及び算定方法の変更

・本項記載のその他不利益項目の発生

　

４　業務に伴うリスク

(1)　市場リスク

当社グループの市場関連業務においては、様々な金融商品での運用を行っており、金利・為替・株式等の相場

変動の影響を受けます。これらについては市場リスク量に対する評価・分析の検証及びモニタリング等を通して

適時・適切にリスクをコントロールしていますが、金利・為替・株式等の市場のリスク・ファクターが大幅に変

動した場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(2)　流動性リスク

流動性リスクは、運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難にな

る、又は通常よりも著しく高い金利での調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）

及び市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なく

されることにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）です。

外部の格付機関が当社や銀行子会社の格付けを引き下げたり市場環境が悪化したりすると、これらのリスクが

顕在化するおそれがあり、この場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(3)　システムリスク

当社グループは、銀行子会社における営業店、ＡＴＭ及び他行とを結ぶオンラインシステムや顧客情報を蓄積

している情報システムを保有しております。当社グループでは、コンピューターシステムの停止や誤作動又は不

正利用等のシステムリスクに対してシステムの安全稼働に万全を期すほか、セキュリティポリシーに則った厳格

な情報管理を行うなど運用面での対策を実施しております。しかしながら、これらの対策にもかかわらず、重大

なシステム障害が発生した場合、決済業務に支障をきたす等当社グループの事業に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。その結果、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(4)　事務リスク

当社グループでは、事務規程等に則った正確な事務処理を励行することを徹底し、事務事故の未然防止を図る

ため事務管理体制の強化に努めております。しかしながら、これらの対策にもかかわらず、重大な事務リスクが

顕在化した場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(5)　情報漏洩等のリスク

当社グループでは、膨大な顧客情報を保有しており、情報管理に関する規程及び体制の整備や従業員教育の徹

底により、情報資産の厳正な管理に努めております。しかしながら、今後、顧客情報や経営情報等の漏洩、紛

失、改ざん、不正利用等が発生し、損害賠償等に伴う直接的な損失や、当社グループの信用低下等が生じた場

合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(6)　有形資産リスク

当社グループが所有及び賃借中の土地、建物、車両等の有形資産について、自然災害、犯罪行為、資産管理上

の瑕疵等の結果、毀損、焼失あるいは劣化することにより業務の運営に支障をきたす可能性があります。また、

固定資産の減損会計適用に伴い、評価額が低下した場合等には損失が発生する可能性があります。これら有形資

産に係るリスクが顕在化した場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(7)　労務リスク

当社グループでは、コンプライアンス(法令等遵守)を経営の最重要課題のひとつと位置付け、コンプライアン

ス態勢の充実と強化に取り組んでおりますが、今後、役職員による不法行為に起因し多大な損失が発生したり、

当社グループの使用者責任が問われ信用低下等が生じた場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼ

す可能性があります。また、労務管理面及び安全衛生環境面での問題等に起因して損失が発生した場合、当社グ

ループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(8)　法務リスク

当社グループは、事業活動を行う上で、会社法、金融商品取引法、銀行法等の法令諸規制を受けるほか、各種

取引上の契約を締結しております。当社グループは、これら法令諸規制や契約内容が遵守されるよう法務リスク

管理等を行っておりますが、法令解釈の相違、法令手続きの不備、法令違反行為等により法令諸規制や契約内容

を遵守できなかった場合、罰則適用や損害賠償等に伴う損失が発生し、当社グループの業績及び財務状況に悪影

響を及ぼす可能性があります。
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(9)　内部統制の構築等に係るリスク

当社は、金融商品取引法に基づき、連結ベースの財務報告に係る内部統制が有効に機能しているか否かを評価

し、その結果を内部統制報告書において開示しております。

当社グループは、適正な内部統制の構築、維持、運営に努めておりますが、予期しない問題が発生した場合等

において、財務報告に係る内部統制の評価手続きの一部を実施できないことや、内部統制の重要な欠陥が存在す

ること等を余儀なく報告する可能性もあります。そのような場合、当社グループの業績及び財務状況並びに当社

の株価に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(10)　業務範囲拡大に伴うリスク

当社グループは、法令等の規制緩和に伴う業務範囲の拡大等を前提とした多様な営業戦略を実施しておりま

す。当該業務の拡大が予想通りに進展せず想定した結果を得られない場合、営業戦略が奏功しないことにより、

当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(11)　競争

当社グループが主要な営業基盤とする福岡県、熊本県及び長崎県をはじめ営業戦略の上で広域展開を図る九州

地区は、今後、他金融機関の進出や業務拡大に加え、地元金融機関同士の再編も予想されます。

当社グループがこのような事業環境において競争優位を得られない場合、当初計画している貸出金の増強や手

数料収益の増加が図れないこと等、営業戦略が奏功しないことにより、当社グループの業績及び財務状況に悪影

響を及ぼす可能性があります。

　

５　その他

(1)　持株会社のリスク

持株会社である当社は、その収入の大部分を当社が直接保有している銀行子会社から受領する配当金に依存し

ております。一定の状況下では、銀行法及び会社法その他法令上の規制又は契約上の制限等により、当該銀行子

会社が当社に支払う配当金が制限される可能性があります。また、銀行子会社が十分な利益を計上することがで

きず、当社に対して配当を支払えない状況が生じた場合、当社株主への配当の支払が不可能となる可能性があり

ます。

　

(2)　業績予想及び配当予想の修正

当社が上場する金融商品取引所の規則に基づいて公表する業績予想及び配当予想は、公表時点における入手可

能な情報に基づき判断したものであります。従って、外部経済環境が変化した場合や予想の前提となった経営環

境に関する条件等に変化があった場合、同規則に基づいて、業績予想及び配当予想を修正する可能性がありま

す。

　

(3)　各種規制の変更リスク

銀行持株会社及び銀行子会社は、事業運営上の様々な公的規制や金融システム秩序維持のための諸規制・政策

のもとで業務を遂行しております。仮に一金融機関の経営破綻であっても連鎖反応により金融システム全体に重

大な影響が及ぶおそれがある場合、これらの諸規制・政策が変更される可能性があります。現時点でその影響を

予測することは困難ですが、コストの増加につながる場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす

可能性があります。

　

(4)　地域経済の動向に影響を受けるリスク

当社グループは、福岡県、熊本県及び長崎県を中心とした九州地区を営業基盤としていることから、地域経済

が悪化した場合は、業容の拡大が図れないほか、信用リスクが増加するなどして当社グループの業績及び財務状

況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(5)　他金融機関等との提携等に関するリスク

当社グループは、経営環境の変化を踏まえ、高い企業価値を実現するための経営戦略を立案・策定し、他金融

機関等との提携・協力関係を構築しております。しかしながら、金融機関を取り巻く経済・経営環境に関する前

提条件が予想を超えて変動する等により、これら提携等が予定したとおりに完了しない可能性があります。ま

た、新たな提携等が実現したとしても、当該提携等が当初想定したとおりの効果を生まない可能性もあります。

　

(6)　退職給付債務

当社グループの退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件に基づき算出されており

ます。これらの前提条件が変更された場合、又は実際の年金資産の時価が下落した場合、当社グループの業績及

び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(7)　会計制度変更に伴うリスク

国際会計基準の適用等、会計制度の変更はコストの増加につながる可能性があります。現時点で将来の会計制

度変更について、その影響を予測することは困難ですが、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可

能性があります。

　

(8)　風評リスク

当社グループや金融業界に対するネガティブな報道や風説・風評の流布が発生した場合、それが事実であるか

否かにかかわらず、当社グループの業績及び財務状況並びに当社の株価に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(9)　外的要因により業務継続に支障をきたすリスク

当社グループの本部・営業店及び事務センター・システムセンター等の被災、停電、コンピューターウィル

ス、第三者の役務提供の欠陥等による大規模なシステム障害の発生、テロ、新型インフルエンザ等感染症の世界

的流行等の外的要因により、当社グループにおける業務の全部又は一部の継続に支障をきたし、当社グループの

事業に重大な影響を及ぼす可能性があります。その結果、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可

能性があります。

　

第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

株式会社ふくおかフィナンシャルグループ　本店

　　(福岡市中央区大手門一丁目８番３号)

　株式会社東京証券取引所

　　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　証券会員制法人福岡証券取引所

　　(福岡市中央区天神二丁目14番２号)

 
第四部 【保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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